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【４．総合評価】

施　策　名 防災体制の整備
主担当課 危機管理防災課

関係部局課
第一庁舎・長野市民会館建設事務
局、厚生課、建築指導課、消・警防
課

整理№ 51

平成26年度 施策評価シート（評価対象：H25年度）

施策コード 311-01 基本施策 防災対策の推進 所管部局 総務部

施策の目標
災害に対する自主防災意識の高揚、地域防災力の強化、防災対策の総合的な推進により、災害時の被害を
最小限に抑制することを目指します。

施策目標に対する市民ニーズの傾向及び、施策目標の達成に向けた市の役割など

　東日本大震災をはじめとする各種災害の発生により防災への関心が高まっている中、自助・互助・共助の理念のもと、市民・地
域・事業者・関係機関・行政が一体となった防災対策を推進することにより被害の軽減を図り、各種災害から市民の生命・財産を
守る災害に強いまちを目指す。

施策指標（成果を示すもの） 単位
基準値
（H23）

実　　　　　績 目標値
（H28）H24

100

指標の定義 目標値のねらい（設定根拠・算定方法）

自主防災組織が行う防災訓練の年間実施率 市内546自主防災組織が年1回防災訓練を行うことを目標とする。

H25 H26 H27 H28

自主防災訓練の実施率 ％ 85 92 83

施策指標（成果を示すもの） 単位
基準値
（H23）

実　　　　　績 目標値
（H28）H24 H25 H26 H27 H28

90

指標の定義 目標値のねらい（設定根拠・算定方法）

災害拠点施設とする庁舎や学校等の市有施設の耐震化率
市有施設は、災害時に災害対策本部、避難所、救急救助活動の拠点とす
る施設に位置づけ、災害時の機能確保の観点から耐震化を進める。

市有施設の耐震化率 ％ 80 84 88

評価の理由・説明等

適応性
　東日本大震災や大雨等による各種災害の発生により、市民の防災への関心が高まっていることを機会としてとら
え、各事務事業を推進している。

市民ニーズや社会
経済状況の変化に
柔軟に対応してい
るか

達成度 　自主防災訓練については、悪天候による中止に加え、住民自治協議会主体の訓練が増加した反面、住民自治協議
会内の一部地域のみを対象とした訓練も実施されたことから参加する自主防災組織が減り、自主防災訓練実施率は
減少した。一方、市有施設の耐震化率は、目標に向け順調に進んでいるほか、東日本大震災の経験などから市民の
防災への関心が高まっている中、住宅耐震対策等、施策を展開する他事業で概ね目標を達成しており、市民・地
域・行政等が一体となった防災体制の整備は確実に進んでいる。

施策の目標達成に
向けて順調に進ん
でいるか

25年度の
取組内容

実績

　24年度の市地域防災計画の見直しを受け、25年度は各課業務マニュアルの見直し及び業務継続計画(BCP)の策定
を行った。また、防災備蓄倉庫を新たに2基設置し26基としたほか、避難生活の環境向上に資するための防災備蓄
品など備蓄の拡充を図った。
　市民の防災対策に対する支援については、住宅耐震対策として耐震診断士の派遣・耐震補強工事補助、自主防災
組織強化事業補助、災害時要援護者支援事業などを行うとともに市有施設の耐震化等を進めることにより、自助・
互助・共助による防災体制の強化を図った。

総合評価　（目標値に向けて） 概ね順調

事業の成果等 　特定建築物等耐震診断及び自主防災組織強化では目標を達成することが出来ず一部に努力を要するほか、市役所
第一庁舎・長野市民会館建設事業においては、各種要因により本体工事の竣工時期が現時点で8ヶ月ほど遅れる見
込みであるが、防災計画等作成、災害応急対策など施策を展開する多くの事業では、概ね順調に事業を展開してい
る。

施策を構成する事
務事業は目標を達
成しているか



【５．今後の展開】

【６．施策を構成する主な事務事業】

2

市役所第一庁舎・長野市民会館建設事業について
は、工期の8ヶ月遅れに伴い、今後の工程管理体制の
強化を図るとともに、庁舎の移転・開庁、芸術館の
開館時期についての調整等の必要がある。

新庁舎は市の防災拠点として、また市民サービスの向上が図れる施設と
して、できるだけ早期の竣工を目指して建設工事を進める。また、庁舎
の竣工に合わせ稼動を予定していた総合防災情報システム整備について
スケジュールの見直しを行う。

施策展開の
方向性

（H26年度以降）

いつ・どこで起こるか分からない災害に備え、引き続き防災に対する取組みを進めていく必要がある。東日本
大震災の経験や集中豪雨等による被害など市民の災害に対する関心が高まっている中で、市民・地域・事業者
の取組みの必要性を啓発するとともに、計画に沿った耐震対策、防災備蓄品の整備、自主防災組織の強化を進
める。また、防災関連法の改正や国・県の計画見直しと整合を図るため、平成26年度に長野市地域防災計画の
見直しを行う。

課　　　　　　　題 課題解決に向けた具体的な取組

1
防災関連法や国・県の計画の改正を受け、平成26年
度中に本市の地域防災計画を見直す必要がある。

防災関連法の改正や国・県の計画見直しと長野市地域防災計画の整合を
図るとともに、本市での災害発生状況等を反映した災害対策を実施する
ため、検討を継続し、計画の改定を行う。

番
号

事務事業名

事務事業の状況［事業区分］

担当課名

1

防災計画等作成

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

　各種災害に備えた避難所や備蓄品の準備、災
害発生時の情報伝達方法、避難所の運営などを
長野市地域防災計画として整備し、計画に基づ
き災害に備えるとともに災害対策を実施するこ
とで災害発生時の被害を減らす。

　前年度、国・県の地域防災計画との整合性を
図るなど見直しを行ったことを受けて、各課マ
ニュアル総括表の見直し及び業務継続計画
（BCP）の策定を行った。

［サービス提供事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 13,139 48,103 7,414 11,076

2

災害応急対策

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

　避難場所を示す看板の整備や災害発生に備え
て土のう、食料、飲料水、簡易トイレなどを市
内に分散配備することにより、災害発生時の安
全な避難と避難生活の維持・向上を図る。

総務部危機管理防災課

H23 H24 H25 H26

A A A A A

東日本大震災を経験し、簡易トイレ、毛布をはじめ長
期避難に必要な生活用品、プライバシーに配慮した
ファミリールームなど多様化するニーズにも対応でき
るよう、備蓄品の配備について計画的に充実を図って
おり、平成25年度は設定した目標を達成できた。

［サービス提供事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 62,698 79,982 87,103 96,607

3

住宅耐震対策

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

旧耐震基準で造られた木造戸建住宅を対象に、
無料の「耐震診断士」の派遣や耐震改修工事の
補助金等を交付することで住宅の耐震化促進を
図り、大規模震災時の建物倒壊による被害の軽
減を図る。

総務部危機管理防災課

H23 H24 H25 H26

B A A A A

平成24年度3月補正予算による事業の前倒しや、
消費税率UP前の駆け込み需要などにより、平成
25年度は、耐震補強工事補助については目標値
に対して約120％と予想を上回る実績となった。

［補助金・金銭給付事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 87,219 52,411 105,782 77,220

4

特定建築物等耐震診断補
助金

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

旧耐震基準で建設した特定建築物（多数の者が
利用する一定規模以上の建物）及び非木造住宅
を対象に耐震診断に要する費用を補助すること
で、耐震化促進を図り、大規模災害時の建物倒
壊による被害の軽減を図る。

建設部建築指導課

H23 H24 H25 H26

A A A A A

耐震診断補助件数は、特定既存耐震不適格建築
物については目標値8件に対して7件とほぼ目標
を達成することが出来たが、緊急輸送道路等沿
道建築物は目標の4件に対して0件と実績が無
かった。

［補助金・金銭給付事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 5,068 7,743 10,575 57,704
建設部建築指導課

H23 H24 H25 H26

C A A B A



5

自主防災組織強化

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

自主防災活動に関する啓発・地域防災訓練の実
施促進、自主防災会長等への研修、自主防災組
織を強化する事業への補助金の交付などをによ
り、自主防災組織による地域防災力の向上を図
る。

悪天候による中止に加え、住自協主体の訓練が増加し
た反面、住自協内の一部地域のみを対象とした訓練も
実施されたことから参加する自主防災組織が減ったた
め、自主防災訓練実施率は減少した。自主防災組織強
化事業補助金は、広報を重ねたものの目標を下回っ
た。

［サービス提供事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 11,307 13,513 16,795 22,178

6

災害時要援護者支援事業

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

個人情報の提供に同意した災害時要援護者のリ
ストを市が整理し、地域防災関係者に提供す
る。地域で災害時要援護者の避難支援計画を作
成し、支援体制を整える。

消防局警防課

H23 H24 H25 H26

C A A B B

各地区において災害時要援護者を対象とした
個々の避難支援計画の作成のため、市内の要援
護者合計19,947人のうち、92％の18,512人(27地
区)の情報が共有化されている。

［サービス提供事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 3,007 2,756 2,847 2,929

7

同報無線等整備

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

同報無線屋外拡声子局(スピーカー)の設置及び
改修や個別受信機の貸与により、市が発表する
災害情報を入手できるようにし、災害発生時の
被害の軽減を図る。

保健福祉部厚生課

H23 H24 H25 H26

A B A B B

土砂災害防止法による危険地域の指定及び各地
区からの要望に応じ、必要箇所への同報無線の
配備を計画的に進めている。

［サービス提供事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 33,949 51,696 26,695 21,056

8

総合防災情報システム整
備

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

防災・災害情報を的確かつリアルタイムで収
集・分析し、効率的な業務処理を可能とすると
ともに、市民に多用な手段で迅速に情報提供が
可能となるシステムを構築し、各種災害による
被害の軽減を図る。

総務部危機管理防災課

H23 H24 H25 H26

A A A A A

第一庁舎竣工に併せた運用開始に向け、平成25
年度はシステムの設計を予定通り完了してお
り、システム整備は順調に進んでいる。

［建設・改修整備事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 100,809 498,920

9

市役所第一庁舎・長野市
民会館建設事業

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

市の防災拠点の強化と市民サービス機能の向上
図るため市役所第一庁舎を建て替える。また、
市の文化芸術の拠点施設として、昭和36年建設
の市民会館を建て替える。

総務部危機管理防災課

H23 H24 H25 H26

A

建築第一工区の入札不調に伴う着工の遅れや大
雪の影響、労務不足等により、本体工事に遅れ
が生じており、庁舎の移転・開庁、芸術館の
オープニングの日程などに影響が及んでいる。

［建設・改修整備事業］ 事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針

継続 145,259 585,048 1,744,340 11,101,509

10

事務事業の概要 事業の取組実績・成果

総務部第一庁舎・市民会
館建設事務局

H23 H24 H25 H26

D

事業の分析結果 年度別事業費（千円）
（H26は予算額）達成(進捗)

状況の評価
必要性 妥当性 有効性 効率性 今後の方針 H23 H24 H25 H26


